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一般論文 IPCC排出シナリオ (SRES)にもとづいた

世界の農地必要量の変動要因分析

棟居洋介業・増井利彦**

摘要

筆者らは先行研究において， IPCCの「排出シナリオに関する特別報告書 (SRES)Jの

4つの社会-経済シナリオにもとづいて，世界184カ留を対象に国内の栄養不足人口を2.5%

以下にするために必要な一次生産レベルの食料 (96品目)を 2100年までの長期にわたっ

て推計した(棟居・増井， 2008)。本研究では，その中から農作物54品呂の推計値を用いて，

2000年から 2100年における世界全体の食料用の農地必要量を計算し， 1)長期的な食料

必要量の変動要因と世界全体の農地必要量の関係を明らかにすること，および2)将来の

農作物の単収の持続的な増加の見通しについて，農業生態学的な根拠にもとづいた複数の

ケースを想定し，世界全体の農地必要量の減少の可能性の範間を定量的に示すことを目的

として分析を行った。分析にあたっては，現在の気候条件のもとで¥各簡の農作物生産量

の世界シェアが2000年レベルで維持されることを仮定した。また，将来の農作物の単収

の持続的な増加の見通しについては，単収の年増加量の最大値を 20世紀後半の実績値と

し単収の上限値については，国際応用システム分析研究所(IIASA)の世界農業生態地

帯 (GAEZ)分析で推計された悶・農業技術レベル別単収の値を用いて， これらの組み合

わせにより 4つのケースを想定した。これに 単収が2000年レベルから増加しないケー

スをあわせて5ケースについて推計を行った。

分析の結果， SRESシナリオで想定されている将来の社会・経済条件のもとでは，以下

のことが予測された。

-今世紀末までの世界全体の農地必要量の変化の主図は，世界人口の増減である。

-農作物の単収が2000年レベルから増加しない場合，世界全体の農地必要最は2100年ま

でに，世界人口 120億人のレベルにおいて，最大26億6，900万ヘクタールに達する可能

性がある O

・農作物の生産に適した土地面積は，世界全体として農地の最大必要量を十分に上回るだ

け存在する。しかしながら，森林の保全，他の土地利用との競合により農地の大幅な拡大

は制約を受けると考えられる。

-農作物の単収は，超多収品種の導入によって，技術的には既存の品種の1.5倍程度まで

高められる可能性がある。これによって，世界全体の農地必要量を大幅に減少させるこ

とができるが，経済的な要因や，気候変動，淡水資源の制約などの栽培環境の変化により，

20世紀後半に達成したような単収の大幅な増加は今世紀においては難しくなることが見

込まれる。

.2000年の農地面積 (15億3，300万ヘクタール)において扶養できる世界人口は，単収

が1961年から 2004年の年増加量の半分のペースに減少した場合には80億人，また単収

が2000年レベルから増加しない最も厳しいケースでは70億人が限度である O
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74 棟居・土器井

これらのことから，農地拡大による森林破壊を引き起こすことなしに飢餓陪題を解決し

ていくためには，食料の供給サイドにおいては，農作物の単収を増加させるための技術開

発への投資を促進し，食料生産のための土地利用を優先させる対策をとるとともに，食料

需要サイドにおいては，開発途上国における閣内の食料配分の不平等を改善し世界人口

を早期に安定化させるための政策を促進する必要があることが推察された。

キーワード:温室効果ガス排出シナリオ， IPCC SRES，食料必要最，農地必要量，土地

利用

1.はじめに

増加し続ける世界人口を養うためにはどれだ

けの土地が必要になるのか，またその余地はあるの

かという開題は，社会の持続可能性を考えるうえで

しばしば取りよげられる。本研究では，気候変動

に関する政府間パネル(IPCC)の「排出シナリオ

に関する特別報告書 (SRES)J1)の4つの社会・経

済シナリオにもとづいて，先行研究(棟居・増井，

2008) 2，3)で推計した一次生産レベルの世界の食料

必要量を用いて，国内の栄養不足人口を 2.5%以下

にするために必要な世界全体の農地面積(収穫箇

積)を試算しその変動要因の分析を試みた。

世界の土地利用の長期的な見通しに関する研究

は多いが，栄養不足人口を生じさせないために必要

な世界全体の農地面積について推計した例は極め

て少ない。例えば， Smil (2001) 4)は人口一人当た

りに必要とされる耕作地面積は，菜食主義的な食

事で集約的な栽培が行われる場合には 700m2から

800 rげであり，動物性たんぱく質が食事の30%を占

め，かつ牛肉への依存が高まったとしても 3，000m2 

にとどまると推計されることから，100 億の人口の

扶養に必要な土地面積は8億ヘクタールから 30億

ヘクタールの間にあり，最も妥当な幅は 11億ヘク

タールから 151:意ヘクタールであるとしている。し

たがって，現在の世界の耕作地以上の面積は必要な

いとしている。また， Wolfら (2003)5)は， もし生

産性の高い農業システムが導入されるならば，世界

の食料生産に必要な農地は 2050年には現在の農地

面積の 55%程度になると推計し，残りの45%をエ

ネルギ一作物の生産にまわすことができるとして

いる。

将来の農地必要量は，食料必要量と単位面積当た

りの作物の収量(yie1d)(以下，r単収」と略称)によっ
て決まる。食料必要量は，人口や一人当たり所得の

増加にともなって変化する一人当たりの食事エネ

ルギー必要量，食料消費パターン，家畜生産システ

ムにおける飼料穀物の集約化などの影響によって

変化する。また，農作物の単収は品種改良や新しい

栽培管理技術の導入などによって増加するが，一方

で，気候条件や，水資源，土壌資源などの栽培環境

によって制約を受ける。

既存研究では，これらの食料必要量や農作物の単

収を変化させる要因について包括的に扱われるこ

とが少なく，また，将来の社会情勢などについて単

一の想定にもとづく一時点での分析にとどまって

いる。

そこで本研究では，これらの要因を毎括的に扱

い，先行研究の農作物54品目の推計値を用いて世

界全体の農地必要量を計算し，1)長期的な食料必

要最の変動要因と世界全体の農地必要量の関係を

明らかにすること，および2)単収の持続的な増加

の見通しについて農業生態学的な根拠にもとづ、い

た複数のケースを想定し世界全体の農地必要量の

減少の可能性の範囲を定量的に示すことを目的と

して分析を行った。

なお，本研究では気候条件をはじめとする農作物

の栽培環境の長期的な変化については考慮せず，現

在の環境が維持されることを仮定して分析を行っ

た。栽培環境の変化の影響を考慮した分析について

は今後の課題とした。

2.分析の枠組み

図1に分析の手}I[買を示す。はじめに，先行研究

で推計した世界184カ国， 54品目の農作物の必要

量のデータを用いて， 1)農作物の単収が2000年レ

ベル (1998年から 2002年の5年平均値)で変わら

ないと仮定して 2100年までの農地必要最を推計し

人口，一人当たり食事エネルギー必要最，食料消費

パターン，家畜生産システムなどの食料必要量の変

動要因と農地必要量との関係を分析した。次に， 2) 

国際応用システム分析研究所(IIASA)の世界農業

生態地帯 (GAEZ)分析6)で実施された世界各国の

農業技術レベル別単収の推計値と，国際連合食糧農

業機関 (FAO) の農業生産統計 (FAOSTAT)7)に

おける 1961年から 2004年の農作物の単収の年平均
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増加量，および超多収品種の開発の見通しから， 4 

つの単収の持続的な増加ケースを想定しこれに単

収が2000年レベルで一定のケースを合わせて5つ

のケースを設定した。そして，最後に 3)将来の単

収の持続的な増加の可能性を考慮に入れて世界の

農地必要量を推計し，世界全体の農地必要量の減少

の可能性について分析を行った。

なお，本研究の分析における主要な仮定は以下の

通りである。

-現在の気候条件(1961年から 1990年の30年平均)

のもとで分析を行う。将来の気候変動による影響

は考えない (GAEZ分析の条件)。

， i差j既水は予測期間を通して十分に供給されるも

のとする (GAEZ分析の条件)。

・農作物の生産量の各閣の役界シェアは，予測期聞

を通して 2000年のシェアで不変とする。

3.食料必要量の変動要因と農地必要量の関係

3.1 農地必要量の定義

はじめに，本研究の「農地必要量Jの定義に
ついて述べる。本研究で推計した「農地必要量J
は，表lに示す農作物 54品自の収穫商積(Area

Harvested) の合計である。農作物 54品目は，

FAOの食料需給表部品自(棟蔚・増井， 2008) 3) 

のうち，農作物 51品目をもとに，豆類のひよこ立

とカウピー，泊料作物の菜種とからし種子を分けて

54品5とした。したがって，牛や羊などの反努動

物の飼育のための採草・放牧地や，たばこや繊維な

どの非食用用途の作物栽培のための土地は「農地必

要量jに含まれていなし、

収穫荷積の推計法は，国際連合食糧農業機関

(FAO)の農業生産統計 (FAOSTAT)i)における収

穫面積の定義にしたがった。すなわち，式(1)に

示すように留における t年の農作物jの収穫面積

(Area Harvested)は，農作物の年生産量 (Production)

と単佼荷積当たり収量 (Yield)から算定した。

Area Harv仰 dtJ(t)=Product仰 ;，j(t)jηeld;s) (1) 

ここで，収穫面積 (AreaHarvested) は

FAOSTATの用語解説出にあるように，一年間に同

種の作物が2回以上収穫された場合には l沼のみの

面積が計上されている。したがって，単位面積当

たり収量 (Yield)は， 1回の単位面積当たり収穫

量に年間の収穫回数を表す作付集約度 (Cropping

Intensi勿)を乗じた億となっている。

式(1)から将来の農地必要最を計算するために

は，生産量と単収の見通しが必要になる O 生産量に

ついては，先行研究で推計した農作物54品目の世

界全体の必要量 (Food) を用いて，各国の生産量

の世界シェア (Share)が予測期間を過して 2000年

のシェアで変わらないと仮定して，式 (2) により

計算した。

Production;，j (t) = Foodj (t). Share;，j (2000) 

SRESの4つの社会・経済シナリオ l 

二三二二一一一回
世界184カ00. 54品目の農作物必要E l 

(1)食料必要量の変動要i却と農地必要量の関係
(人口，一人当たり食事エネルギー，
食料消費パターン，家E吉生産システム)

(2)単収の持続的な増加のケース設定

単収の上限
.単作~JI.登

.作付条約皮
・超多収量作物

GAEZ分析
Cコ世界158カ国
23作物

1ん吋 FAO統音|
単収の年平均場加長|くとコ↓lγー 1961-2004年

5ケース設定

(3)単収の持続的な増加を考慮した
世界全体の農地必草書長の推計

図 1 分析の枠組み

(2) 

FAOSTATにおける収穫面積(Areaharvested) 8)の定義は以下のとおりである。
「収穫面積は，農作物が収穫される面積。したがって播稜や植え付けされても，被毛芸や不出来により収穫がない面

積は徐かれる。通常は単年性作物については純最を，永年作物については総量を示すことがある。総関稜は未耕作地

域，小道，水路，枕地，路肩，畑と土壌保全のための防風林などを含む場合には，純商干支と呉なる。当該の農作物が

連続した作付けにより年に2間以上収穫される場合(すなわち，同じ農作物が一年間に同じ土地に 2間以上播種また

は植え付けられる場合)には，その面積は収穫された回数と河じだけ数えられる。これに反して収穫面積は， I可じ農
作物が一年間に連続して収穫された場合には一回だけ計上される。混作に隠しでは，各作物に関連した播種面積は区

別して報告される。混作が特定の作物に言及している場合は，一般的には穀物であるが昆作を単一の作物のように

扱うことが推奨される。それのため，播種商積は報告された作物のみが計上される。j
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表 1 農地必要量推計の対象農作物 54呂田

No. 品呂 GAEZ分寸斤 No. 品目 GAEZ分析 No. 品目 GAEZ分析

小麦 * 19 ひよこ豆 * 37 オレンジ・マンダリン
2 大麦 * 20 カウピー * 38 レモン・ライム
3 とうもろこし * 21 その他豆類 39 グレープフルーツ

4 ライ麦 * 22 木の笑 40 その他柑橘類

5 えん麦 23 大豆 * 41 バナナ * 
6 ミレット * 24 落花生(から付き)

山中 42 プランテーン * 
7 ソルガム * 25 ひまわり種子
8 その他穀物 26 菜稜

9 米(もみ) * 27 からし穂子
10 ばれいしょ * 28 綿実
11 キャッサパ * 29 ココナッツ
12 かんしょ * 30 ごま
13 その他いも類 31 パーム核

14 ヤム 32 オリブ

15 砂糖キピ * 33 その{也泊料作物
16 甜菜 * 34 トマト
17 一口三ム 35 たまねぎ

18 えんどう豆 36 その他聖子楽

補j主)*印はGAEZ分析対象23品目

また，単収については 2000年 (1998年から 2002

年の5年平均値)の単収を基準として，後で述べる

ように国・作物別に将来の増加ケースを想定した。

一方で. FAOSTATには作物の収穫箇積とは別

に農地に関する統計がある。土地利用(LandUse) 

に関する項目がそれで、ある。表lの 54品目は，そ

の土地利用区分のうち耕作地削または永年作物

地凶で栽培される作物である。図2に示すように，

2000年における世界の耕作地と永年作物地の合計

は15億 3，300万ヘクタールで、あった。これに対して，

農作物 54品自の 2000年の収穫面積の合計は 11億

6900万ヘクタールで，耕作地と永年作物地の合計

の76%に相当した。このような耕作地と永年作物

地の合計と収穫商積の差に関して FAOSTATに詳

細な説明はないが，その多くは休耕地であると考え

* 43 
りんこ、

* 44 パイナップル
45 ナツメヤシの実

* 46 ぶどう
47 その他果物

48 コーヒー

* 49 カカオR

* 50 主ノ主、
51 コショウ

52 スパニッシュ・ベパー

53 クロープ

54 その他香辛料

られる。休閑は輪作体系の中では地力維持のため

に必要であるが，本研究で推計した「農地必要量J
は，このための休耕地についても除いた最低面積と

なっている。

3.2 世界全体の農地必要量の変動要因分析
次に，食料必要量の変動要因と世界全体の農地必

要量の関係について述べる。

式 (1)で定義したように，農地必要量(収穫面積)

は食料必要量と農作物の単収によって決まる。ここ

では，食料必要量の変動要因と農地必要量の関係を

見るため，農作物の単収については予測期間を通し

て 2000年のレベルで一定であると仮定して農地面

積の推言?を行った。

推計手順としては，まず¥先行研究で推計した

2000年から 2100年の農作物 54品目の世界全体の

2 FAOSI'ATにおける耕作地(Arableland)の定義的は以下のとおりである。
「耕作主l!lとは，単年伎作物作付地(二毛作地は l殴として計算)，採主主または放牧尽の単年牧草地，市場用菜密およ

び家庭菜閣の用地，並びに一次的 (5年以下)休閑泌をいう。焼畑農業あとの放楽された土地は，この定義には含ま

れない。耕作地のデータlえ i替在的な耕作可能地の面積を示すものではない。J
3 FAOSI'ATにおける永年作物地 (Permanentcrops)の定義9)は以下のとおりである。
「永年作物地とは，ココア，コーヒーおよびゴムなどのように長期間土地を使用し毎収穫後に再種付を必要とし
ない作物を耕作する土地をいう。永年作物地には，花i雀木地，果樹地，堅果樹地，斐樹主l!lなどが含まれるが，木材・
主主材用の樹木地は含まれない。」
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必要量， 2000年の単収，および式(1)，式 (2)か

ら国・作物別の農地必要量を推計した。次に，式 (3)

のように世界 184カ国， 54作物の農地必要量を合

計して，世界全体の農地必婆量 (Globα1Cropland) 

とした。 SRESの4つの社会・経済シナリオについ

ての推計結果を図3(a) に示す(図3(b)について

は後で説明する)。

184 54 

Global Cropland (t) =エエAreaHar附 ted;，J(t)(3) 

(1)世界人口と農地必要量の関係

ここで，図3(a)の世界全体の農地必要量の推移

と，国4に示す SRESシナリオの世界人口の想定を
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比較すると，世界全体の農地必要量は世界人口とほ

ぼ同じ増減の経路をたどることがわかる。一方で、，

悶3(a)と図4のデータから，図5に示すように一

人当たり農地必要量の世界平均値の推移を計算す

ると，予測期間を通して変化が少なくほぼ平坦に推

移することが示された。つまり，世界全体の農地必

要量の変化の主因は世界人口の変化にあると考え

られる。

このことは，世界全体の農地必要量の年変化率

(ム GlobalCroPland) を，式 (4) に示すように世

界人口の年変化率(ム弥匂rldPopulation) と一人当

たり農地必要量の年変化率(ム Cropland戸ercapita) 

の和に分解して示すとさらにはっきりする。注4

160 ， 億人
140 

120 

100 

80 

60 f正Alシナリオ

40 -0-A2シサリオ

*Blシナリオ
20 +B2シナヲオ

年。
2日802010 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100 

図 4 SRESシナリオにおける世界人口の想定
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図 3 SRESシナリオにおける世界全体の農地必要量の推移(単収は 2000年レベルで一定)

4 例えば，t!t界全体の農地必要最をA， 世界人口を p，一人当たり農地必要最Lとすると，
A 己 P'L

の関係がある。このとき'それぞ
dA dP dL 
一一=一一同十一-
A P L 
したがって，ここで変化の期間をl年とすると，世界全体の農地必要量の年変化率(必/A)は，世界人口の年変化率(dP/P)
と一人当たり農地必要最の年変化率 (dL/L)の和に等しくなる。
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d.Global CroPland (t) = 

d.World Population (t) + d.Crψland戸ercapita (t) 

(4) 

図6は.B2シナリオを例として，世界全体の農

地必要量， t世界人口，および一人当たり農地必要量

の年変化率の経年変化を示したものである。図6か

らわかるように，一人当たり農地必要量の年変化率

は2030年頃まで増加するが，その後は減少しでほ

ぼ0%の近傍を推移する。一方で、，世界全体の農地

必要量の年変化率は， 2020年から 2040年の期潤を

除いでほぼ佐界人口の年変化率と同様の挙動を示

している oAl， A2， B1の3シナリオについても伺

様の結果となった。したがって，これらの結果から

も，食料必要最の変化と農地必要量の関係を長期的

に見た場合，世界人口の増減が世界全体の農地必要

量の変化の主因であることが明らかとなった。

(2)一人当たり農地必要量の変動要因

図5に示されているように， SRESシナリオでは

今世紀末までに一人当たり所得の大幅な増加が想

定されているにもかかわらず，一人当たり農地必要A

量の増加がほとんど見られないことは，意外に恩わ

れるかもしれない。先進国の経験によれば，一人当

たり所得の増加は苔産物や加工食品の消費を増加

させ，一人当たりの農地面積を増加させることが知

られている。例えば， Gerbens-Leenesら (2002a，

2002b， 2005) 10-12)によると， 1950年から 1990年の

問にオランダでは，チーズ，飲料，フルーツ，肉な

どの消費の増加が一人当たりの農地面積を40%増加

させた。また， 1995年の欧州 14カ閣を対象にした

分析では，各国の食料消費パターンの違いが農地面

積に大きな差を生じさせたことが報告されている。
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思5 SRESシナリオにおける 人当たり農地必要量

の世界平均値の推移

ところが本研究のように，主に食料価格と所得レ

ベルによって決定される食料需要(消費)量ではな

くて，栄養不足人口を生じさせないように決定され

る食料必要量にもとづいて一人当たり農地商積を

殺計すると，一人当たり所得の増加にともなう食料

消費パターンや家畜生産システムの変化は，長期的

な農地面積の主要な増加要因とはなっていない。

この漂白については以下のように考えられる O 図

7は， B2シナリオについて，食料必要最に大きく

影響を及ぼす人口以外の3つの要問(国内における

一人当たり食事エネルギー摂取の不平等度を示す

変動係数百食料消費パターン，家畜生産システム

における飼料投入係数)を，最小値もしくは2000

年の値で回定して，図5の一人当たり農地必要量の

推計値(図7では基準ケースとして表記)と比較し

たものである。

図7において，食料消費パターンまたは家畜生産

システムにおける飼料投入係数を 2000年レベルで

固定したケースと器準ケースの推計債を比較する
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図6 世界全体の農地必要量の変動要因の年変化率

の推移 (82シナリオの例)
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霞 7 食料必要震の変動要因と一人当たり農地必要量
の関係 (82シナリオの例)

5 変動係数の定義と導出方法の詳絡については，先行研究(棟居・増井， 2006) 2)に記載されている。
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と，食料消費パターンと家畜生産システムの変化が

一人当たり農地必要最を増加させていることがわ

かる。一方で，変動係数最小値のケースは，国内

における一人当たり食事エネルギー摂取の不平等

度を示す変動係数が予測期聞を通して最低値 (0.2)

にあると仮定して一人当たり農地必要量を推計し

たものである。基準ケースでは変動係数(経験的に

0.2から 0.36の間にあることが知られている)は0.2

よりも大きく，一人当たり所得の増加にともない0.2

に漸近するため，閣内における食事エネルギー摂取

の不平等度の改善が一人当り農地必要量を減少さ

せる方向に働くことがわかる。したがって，食料消

費パターンと家畜生産システムという増加要因と

変動係数の低下という減少要因が棺殺しあって，結

果的に一人当たり農地必要最の変化が少なくなっ

ていると考えられる。

(3)食料必要量の推計における不確実性

図3(a) の農地必要量は，先行研究(棟居・増

井.2008) 3)で推計した食料必要最を用いて算定し

たが，この食料必要量の値は，変動係数が上限値

(0.36)に近く，食料不安の大きい国においてはか

なり高めに見積もられている。先行研究(棟居・増

井.2006) 2)で述べているように，開発途上国の閣

内の栄養不足人口の割合を 2.5%以下にするために

は，一人当たり食事エネルギーの平均摂取レベルを

相当高いレベルまで増加させる必要がある。具体的

な対策としては，農作物の増産や食糧援効などに

より関内の食料供給を増加させることになるだろ

う。これにより国内の食事エネルギー配分の不平等

が改善し，変動係数も低下すると考えられるが，図

3 (a)の推計においてはこの変動係数の低下は考慮

されていない。

変動係数がどの程度低下するかを予測すること

は国難であるため，ここでは，図 3(b)のように，

変動係数が予測期間を通して最低値 (0.2)をとる

場合の世界全体の農地必要最を示した。この場合

の世ー界全体の農地必要最は，図3(a)の変動係数が

一人当たり所得の増加にともない減少していく場

表 2 IMAGEモデルにおける EU17カ国の小麦の平

均単収の技術開発による増加シナリオ (2000
年の単収を 1としたときの椙対億)
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合の農地必要量に比べて， SRESの4つの社会・経

済シナリオで， 2000年に 16%，2050年に 6%から

12%， 2100年には 1%から 8%減少する O

一方で三 FAOの「世界の食料不安の現状2006J13) 

で報告されているように，開発途上国では貧困者

のおよそ70%が農村地域に居住し，栄養不足人口

の削減には農業の成長が決定的に需要であるとさ

れている。農業の成長にはインフラ，農業研究，教

育のための公共投資が不可欠で、あるため，変動係数

が最小値に近いレベルまで低下するには時間を要

するだろう。また，緊急持の食糧援助は一時的に国

内の食事エネルギー配分の不平等を改善する効果

があると考えられる。したがって，世界全体の農地

必要最は函3(a) と図3(b)の2つの値を最大値と

最小値とする範囲内にあると推察される。

4.単収の持続的な培加のケース設定

4.1 単収の変化の聾国と将来のケース設定

続いて，本研究で設定した農作物の単収の持続

的な増加のケースについて述べる。 SRES報告書

(IPCC， 2000) 1)では， 6つのモデリングチームによ

り4つの社会・経済シナリオのストーリーラインの

定量化が行われたが，農作物の単収の将来の変化に

ついては記述があるのは， AIMモデルの農作物の

生産性の年平均変化率(年率1%から 2%)だけで

あり，他のモデルについては明示されていなし、。加

えて，国8に示すように SRESシナリオにおける食

料と農業に関する記述は緩めて少ない。

ただし lMAGEモデルについては，後になって

EUl5カ聞とノルウェー，スイスの計17カ国を対

象とした小麦の単収の場加シナリオが報告されて

いる (Ewert，2005) 14)。このシナリオでは，づ、麦の

単収の変化を，技術開発による増加，二酸化炭素の

経済志向

地域主義志向

環境志向

国8 SRESシナリオの食料・農業に関連するストー
1) ライン
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増加による施肥効果による増加，気候変化による変

化の 3つの要因に分けて，それぞれのシナリオを作

成している。そして，技術開発による増加について

は，経済志向のAl，A2シナリオでは，遺伝子組換

え作物 (GM作物)なとeのバイオテクノロジーによ

る単収の増加が想定される一方で¥環境志向のBl，

B2シナリオでは， GM作物の普及が少なく，化学

肥料の消費も押さえられるため単収の増加は少な

くなっている。また，地球主義志向のシナリオのほ

うが，地域主義志向のシナリオに比べて国際的な技

術移転が促進されるため単収の増加が大きい(表2)。

一般に農作物の単収は，図9に示すように品種改

良や，播穏待期，輪作などの栽培技術の向上，機械，

化学肥料，農薬などの農業資材の投入など人為的な

貢献によって増加する。これらは，食料価格や食料

需要などの社会経済状況によって影響を受ける。

一方で，農作物の再生収は，大気中の二酸化炭素濃

度の増加，気候の変化，水資源、の不足，塩類集積な

と作物の栽培環境の変化によっても多大な影響を

函9 作物の収量ポテンシャ)!"と実収量の関係(大杉，

2006を改変)15) 

受ける。十分に好適な気候条件，水資源，土壌資源

が与えられた場合の収量として示される作物の遺

伝的ポテンシャルは，作物の収量ポテンシャルと

ばれるが，栽培環境におけるストレスによって実収

量は収量ポテンシャルを下回ることになる。

このように農作物の将来の単収は，社会経済的な

要因と作物の栽培環境によって決まり，その関係は

複雑で，すべての変化要因を考慮して長期的に農作

物の単収の見通しを立てることはきわめて困難で

ある。

そこで，本研究では，現在の栽培環境が維持され

ることを仮定して，社会・経済状況の変化による技

術的な単収の増加の可能性に焦点を当てて単収の

増加ケースを想定することとした。具体的には，国，

作物ごとに農業生態学的な単収の上限値を求め，こ

れと単収の年増加量を組み合わせることにより，表

3に示すように超多収，高位，中位，低伎の4つのケー

スを想定し単収が2000年レベルから増加しない

ケースと合わせて5つのケースを想定した。これに

より，単収の持続的な増加レベルと農地必要最との

関係を感度分析により明らかにすることを試みた。

なお，単収の上限値と年増加量の組み合わせとし

て，例えば農業技術レベルが中投入であるにもか

かわらず， 20 世紀後半のような高い単収の増加の

トレンドを維持するような矛盾する組み合わせの

ケースについては除外した。

以下では，表3の各項目について服に説明を行う。

4，2 単収の上限値

各閣の作物別単収の上E良債 (YieldCeiling) は，

式 (5) に示すように農作物の単作収量 (Single

Crotting) の値に，作付集約度係数 (Crotting

Intensity) と遺伝子組換え作物係数 (GMCro戸)を

表3 単収の持続的な増加のケース設定

単収ケース
単収の上限値(トン /ha) 単収の年増加量 d)

単イ乍i収量 a) 作付集約度係数 b) GM作物係数cl (トン /ha/年)

1 超多I1又景 高投入 高投入 適用 1961-2004年の平均

2 高位 高投入 高投入 1961-2004年の平均

3 中f立 高投入 高投入 1961-2∞4年の平均の1/2
4 低f立 中投入 1961-2004年の平均の1/2

5 2000年レベル

補注)

a)単作I1又最はGAEZ分析の 158カ国， 23作物についての農業技術レベルが高投入または中投入の披言十銭。
b)作付集約度係数はGAEZ分析の穀物についての農業技術レベル高投入の推計値。
c) GM作物係数は文献値から設定。
d) FAOSTATの作物別単収から，先進工業国，市場経済移行国，開発途上国の平均値を推計。
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乗じた値とした。

Yield Ceiling = 

Single CroppiηgxCrop戸ingIntensity x GM Crop (5) 

単作収量と作付集約度係数については， GAEZ分
析の国・作物別の推計債を用いた。また GM(遺伝

子組換え)作物係数については文献のレビ、ユーによ

り設定した。

(1)単作収量

GAEZ分析の単作収量 (SingleCropping) は，
1961年から 1990年の30年平均の気候条件を前提

として， 23作物(表1参照)を対象に，経緯度5

分角(赤道9.3kmx 9.3km)に分割されたグリッド

について評価され，世界 158カ国の罰別平均値が

計算されている。単作収量は表4に示す3つの農

業技術レベルにおいて推計されている (Fischerら，
2006) 16)。

また，作物の栽培における水分条件に関しては，

天水のみを利用した場合(降雨依存型)と天水と潅

概水を組み合わせた場合の2つのケースの単作収量

が推計されている O 本研究では後者の天水とi蓬概

水の両方を利用した場合の推計値を用いた。また，

GAEZ分析で、は濯i既水は作物の成長の制約にならな
いように十分に供給されることが仮定されており，

流域内における水資源の利用の制約については考

慮されていない。

さらに，各グリッドにおける作物の栽培適正に関

しては，表5に示すように作物の単作収量を，同じ

気候条件，農業技術レベルで土壌と地形の制約がな

い場合の単作収量(最大無制約単収)と比較するこ

とにより， 5段階の適正分類で評価されている。本

研究ではVSから MSまでの上位3クラスに分類さ

れるグリッドの単収の国別平均値を用いた。

加えて， GAEZ分析の推計値は作物の乾物収量
(dry matter weight)であるのに対して， FAOSTAT 

の単収 (Yield)は，農場レベルで報告された

分を含んだ値であるため直接比較することができ

ない。本研究では，作物の含水率を考慮した変換

数を乗じることにより GAEZ分析の推計値を
生体重に変換して用いた (FAO，199317)および

Thompsonら， 200518)) 0 

GAEZ分析における単作収量の推計例として，図
10に2000年における小麦の生産最の上位20カ国
について， FAOSTATの単収の実績値と比較した結

果を示す。 Duwayriら (1999)19)によると，同じ作

物の農地による単~又の格差の要因は，気候条件のよ

うに格差を狭められない要因と，投入財や栽培技術

などの農業技術レベルに関する要因の2つに分けて

考えることができる。後者については，経済的な条

件が整えば狭めることができる格差であり「開発

できる単収格差Jと称されている。 GAEZ分析で評

表 4 GAEZ分析の農業技術レベル

条約化レベル 特徴

-改良多収設品種を生度。

-機械化，低い労働条約性。

高投入/高度の管理 i肥料の適切な利用，農薬による病気腕の管理。
-完全な保全対策0

.農業システムは市場志向0

.改良品殺を生産。

-動力は人力，家資および多少の機械。

中投入/改釜山管理|多少の肥料化学農薬開い病気と雑草をコントロール。

-適切な休閑期間と多少の保全対策。

-農業システムは部分的に市場志向0

.伝統的な栽培品稜を生産。

-労働集約的。

低投入/伝統的な管理 | 桝 蹴と撒雑開草鞘担管悶悶迎酌明を印使糊用飢しほルな
.適切な休閑期間と最小の保全対策。

-農業システムは自給農業に等しい最低限のシステム。



刊明パ

大の収量去を示す穀物の値が入力されており，多毛作

収量については穀物の複数の組み合わせのうち，最

大の収量を示す穀物の組み合わせの僚が入力されて

いる。そこで，単作収量と多毛作収最について国ご

とに平均値を求めて，単作収量の平均値に対する多

毛作収量の王子均値の比を作付集約度係数 (Cropping

Intensity)とした(表6)。作付集約度係数は，主と

して気候条件の制約により低緯度の熱帯に属する国

において高く，高緯度地域の笛ほど低くなる

ある。

(3) GM作物係数
いわゆる「緑の革命Jに代表されるように，米，
小麦， とうもろこしの単収の世界平均は.1960:fj三

代以降2倍近くの伸びを示した。米と小麦に関して

は，化学肥料への反応性の高い綾性品種の普及とi農

政施設の整備，多毛作が単収の伸びに大きく貢献し

た。また，とうもろこしについては密植への耐性の

あるハイブリッド品種の普及と化学肥料の使用量の

増加が貢献したことが知られている O

GAEZ分析では農業技術が高投入レベルにおいて
改良多収量品種の単収が評価されているが，これ

には GM(遺伝子組換え)作物は含まれていない。

G抗作物の開発を含むバイオテクノロジーの進歩に

よって，今t!Uヨにおいても緑の革命に匹敵するよう

な大幅な単収の増加が可能かどうかについては，作

物研究者の関でも意見が分かれている。

居・士官

価されている農業技術は，すでに普及期にある確立

された技術であるため，図 10の小麦の単収実績と

GAEZ分析の単作収量の推計値との差は，この「開
発できる単収格差Jに相当すると考えられる。この
ことは，本研究においてGAEZ分析の推計値を単
収の上限値の設定に用いた根拠となっている。

しかしながら，将来の食料，農業を取り巻く経済

状況が単収の格差を狭めるための障害になる可能性

が考えられる。例えば，関 10において2000年の

米閣の小麦の単収は2.7トン /haで，技術水準が高

投入の場合の単収7.3トン /ha. さらには中投入の

場合の単収5.0トン /haをも大きく下回っているが，

これは現在の小麦の価格においては，中投入以下の

レベルで生産をすることが経済的に効率的であると

いうことであり，将来小麦の価格が上昇しないかぎ

り，より高い農業技術の投入よる単収の増加は困難

であることを示している。その一方で，穀物価格の

上昇は近年見られるように貧国層の人々の栄養不足

問題を深刻化させ，政治的にも不安定化の要国にな

るため受け入れがたいであろうと考えられる。

(2)作付集約度係数
GAEZ分析では，穀物の多毛作の可能性について
分析が行われており，天水とi議j統水の両方が利用

可能な条件下で，農業技術レベルが高投入における

穀物の単作収量と多毛作収量がグリッドごとに評価

されている O 各グリッドの単作収量については，最

車東82 

10 

小麦回2000年単収実績
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作物の収量 Yは，収穫指数HI，日射量1，作物

の受光割合1光エネルギーの物質への転換効率
RUEによって規定される(国分， 2007)制。

Y=HI'2JI-j.RUE) (6) 

現在，穀物の単収が上限に近づきつつあるといわ

れる理由として，米と小麦に関しては，既存の多

収品種の収穫指数HIが経験的な上限である 0.6に

近いこと(白岩， 2008) 21)，光エネルギーの物質へ

の転換効率RUEを向上させるため技術的な目途が

立っていないこと，皇室素吸収能が限界に近づいてい

ること，また，世界の主要な穀倉地帯において地下

水の枯渇などの栽培環境の制約が厳しくなってい

ることなどがあげられる (Brown，2004) 22)。加えて，

Cassman (1999)お)は穀物の収量が遺伝的な収量ポ

テンシャルの 70%から 80%に達するとそれ以上の

増産は期待できないことに加えて，これまでの遺伝

子操作による品種改良では，単収の増加よりも作物

のストレス耐性を伸ばすほうに注力されてきたこ

とも理由としている。

ところが，最近になってこのような穀物の収量

ポテンシャルの限界を技術的に克服できる可能

性があることを示す成果があらわれてきた。例

えば，米に関しては 2004年にイネの全ゲノムの

完全解読が終了し耐病性，多I1又性，耐冷性な

どの量的形質に関わる QTL遺伝子の解析と単

離が可能となったことから，収量が約 30%増加

し草丈が80%に減少したコシヒカリ品種が作ら

れた。さらなる収量の増加も理論的には可能で

あり，他のイネ科作物への応用も期待されてい

る(松岡， 2008) 24)。また，上記の米や小麦の媛

性育種の限界を見据えて，中留の洛陽農業大学で

は新しい草型をもっ超多収イネ(ジヤボニカ)の

開発に成功した。食味を保ちながら玄米収量は百

本のイネ品種の約1.8倍もある(谷坂， 2008)刻。

さらに，農業・食品産業技術総合研究機構 (2008)26) 

は，一時期わが国の作付面積で首位の品種であった

「日本晴jよりも粗玄米重で 35~ 40%多収の飼料

米の開発に成功している。

このような状況から，米に関しては長期的には既

存の多収量品種の単収の1.5倍程度の増加は実現で

きる可能性が高いと考えられる。また，イネ科の

作物については米の品種改良の知見が応用できる

ことから，本研究では単収の上限伎の計算におい

て，穀物に関しては超多収ケースで既存の多収量品

種の単作収量に係数1.5(これを GM作物係数 (GM
Crop) と表記)を乗じることにした。また，大豆

についても穀物に比べて受光態勢の改良が不十分

であり，品稜改良による収景ポテンシャル向上の余

地が大きいと考えられているためお悶様に超多収

ケースで係数1.5を乗じることにした。バイオテク

ノロジーの応用は穀物以外の農作物についても可

能であるが，特に研究開発投資が促進されると考え

られる穀物と大豆にのみを対象とした。その他の作

物の GM作物係数は1.0とした。

4.3 単収の年増加量

以上のように，単収の上限債は栽培環境や農業技

術レベルによって決まり，その根拠を明示して設定

できた。これに対して，単収の年増加量は，基本

的には農業技術の開発状況と普及に要する時間に

よって決まるが，それらは将来の社会・経済状況や

農業政策に大きく依存するため，その見通しを明確

に説明することは難しい。そこで，本研究では 20

表6 穀物生産量上位20カ国 (2000年)の作付集約度係数

No. 国名 作付条約度係数 No. 悶名 作付条約度係数

中国 1.22 11 アルゼンチン 1.27 

2 米国 1.16 12 ベトナム 1.69 

3 インド 1.28 13 オーストラリア 1.27 

4 フランス 1.01 14 トルコ 1.07 

5 ロシア 1.01 15 タイ 1.65 

6 インドネシア 1.76 16 パキスタン 1.28 

7 カナダ 1.01 17 メキシコ 1.51 

8 ブラジル 1.54 18 スペイン 1.05 

9 ドイツ 1.00 19 英E雪 1.01 

10 ノてングラデシュ 1.56 20 ウクライナ 1.01 
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世紀後半において実現された大幅な作物の単収の

年あたりの増加のトレンドが，今世紀においても維

持されるケースを上限として設定しそれに増加の

ペースが半減するケースを加えて2ケースを設定し

た。兵体的な計算方法については， FAOSTATの地
域分類にしたがって，世界を先進工業国，市場経済

移行国，開発途上国に分類しそれぞれの地域の単

収の 1961年から 1965年の 5年平均値と 2000年か

ら2004年の 5年平均値から，作物・地域別にこの

期間の年増加量(トン /ha/年)の平均値を計算し
た(表7)。

4.4 主要な農作物の主義収の世界平均値のケース設定

世界三大穀物の小麦，とうもろこし米と大立

の単収の持続的な増加ケース設定について以下に

示す。本研究では，式 (2)で説明したように，農

地必要最の計算において，各国の生産量の世界シェ

アは予測期間を通して 2000年のシェアで回定され

ることを仮定している。このため，農作物jの単収

(Yield) の世界平均値は，以下の式 (7)により算
出される。

ハ
リ
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J
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一
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式 (7) から小麦，とうもろこし米，大豆に

ついて単収の世界平均値を計算すると，各作物

の単収増加のケースは図 11のような推移を示し

た。例えば，超多収ケースの 2050年の平均単

収は， 2000年の平均単収と比べて， 4つの作物

でそれぞれ， 1.8倍， 1.8倍， 1.7倍， 1.6倍，ま

表7 主婆作物の単収の 1961年から 2004年の年平
均増加量(トン/ha/年)

作物 地主主 年増加量

先進工業溺 0.041 

市場経済移行国 0.029 

開発途上国 0.046 

先進工業国 0.120 

市場経済移行関 0.038 

開発途上00 0.047 

先進工業関 0.051 

市場経済移行悶 0.017 

開発途上国 0.050 

先進工業国 0.024 

市場経済移行国 0.022 

関発途上医 0.035 

(b)とうもろこし

小麦

とうもろこし

米

大豆

12.0 

ハUnu 
i
 

トン/ha
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6.0 
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2.0 
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2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100 
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図 11 主要作物の単収の世界平均値の推移

(A単収一超多収，口単収一高位，・単収一中位，ム単収 jま位，。単収 2000年レベル)
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た， 2100年の平均単収は，それぞれ， 2.6倍， 2.4 

倍， 2.4倍， 1.9倍となっている。なお， FAOで

は開発途上国における穀物の単収は， 2050年に

は現在の 2.7t/haから 3.8t/ha(1.4倍)に増加す

ると予測しており (IPCC20072i1， FAO 2005お))， 

この値は，本研究のケース設定のほぼ中位ケースの

単収の伸びに棺当する。

5.世界全体の農地必要量の推計

5.1 SRESシナリオにおける世界全体の農地必要量

の推移

次に，世界全体の農地必要量の推計結果について

述べる。

前掲の式(l)から式 (3)を用いて， GAEZ分析

の対象 158カ国， 23作物については，表3の5つ

のケースにしたがって単収が増加しその他の国，

作物については予測期間を通して 2000年の単収が

維持されると仮定して， 2100年までの世界全体の

農地必要量を計算した。また， 2000年の単収がす

でに各ケースの単収の上限値を超えている場合に

は，予測期間を通して 2000年の単収が維持される

と仮定した。なお， GAEZ分析の対象23作物の収

穫商積が本研究の対象作物54品目の収穫面積に占

める割合は， FAOSTATのデータによると 2000年
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には81%であった。

世界全体の農地必要量の推計結果を図 12に示す。

ここでは，図3(a) に示した変動係数が推計値の場

合の農地必要量の推計結果について述べるが，国

3 (b)に示したように，変動係数の低下により図 12

の推計結果は減少する可能性がある。

凶12をみると，単収が2000年レベルから増加し

ないケースの農地必要量が最も大きく，超多収品種

が普及するケースの農地必要量が最も少ない結果

となっている。もし本研究で想定したように，長期

的にみて農作物の単収が2000年のレベルを下回る

ことがなく，また年増加量が過去のトレンドより大

きくなることがないと考えることが妥当ならば，世

界全体の農地必要最はこの2つのケースの推計結果

の範郎内を推移するだろう。

これらの単収の増加が最大と最少の2つのケース

について，世界全体の農地必要量の 2100年までの

最大値とその時期についてみると， A1シナリオで

はそれぞ、れ19億 2，000万ヘクタール (2050年)， 14 

億4，600万ヘクタール (2030年)， A2シナリオでは

33億 4，800万ヘクタール (2100年)， 19億9，900万

ヘクタール (2100年)， Blシナリオでは 19億 3，200

万ヘクタール (2045年)， 14億 2300万ヘクタール

(2040年)， B2シナリオでは 22億 7，900万へクター
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図 12 SRESシナリオにおける世界全体の農地必要量の推移

(A単収一超多収，臼単収一高位， e単収一中位，ム単収一低位，+主義収_2000年レベル)
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ル(2100年)，15億600万ヘクタール(2045年)となっ

た。このように，どのような単収の持続的な増加が

実現するかによって，農地必要最のピークとその持

期が大きく異なってくることがわかった。

それでは， SRESの4つの社会・経済シナリオに

おいて，どのような単収の増加ケースが実現する可

能性が高いかについて考えると，第4.1節で述べた

ように経済志向のAl， A2シナリオでは，遺伝子組

換え作物の積極的な導入により単収の増加が想定

されるが，環境志向のち1.B2シナリオでは，遺伝

子組換え作物の受け入れに対する社会の抵抗が大

きく，また環境汚染の懸念から化学肥料の消費も押

さえられるため超多収や高位ケースが実現する可

能性は低いと考えられる。また，地球主義志向のシ

ナリオ(l)のほうが，地域主義志向のシナリオ (2)

に比べて国際的な技術移転が促進されるため，単収

の年増加最が大きくなるケースが実現する可能性

が高いといえるだろう。

5.2 世界人口と農地必要量の関係
第3節において，世界全体の農地必要量・の主要な

変動要閤が世界人口の変化であることが示された。

そこで，世界全体の農地必要量を世界人口との関係

で整理すると図 13(a)のようになっt.:.o 罰13(a) 

は掴 12のデータを用いて，世界人口60億人から

150億人までの世界全体の農地必要最を 5億人ごと

に内挿により求めて，その範閉とケースの中央値を

示したものである。ただし SRESの4つの社会・

経済シナリオにおいて世界人口のピークが異なる

ため，世界人口が 60 億~AiJ、ら 85fj室、人の範囲につい

ては，A1から B2までの4シナリオに単収増加5ケー

スを乗じた20ケース， 90億人から 100億人の範囲

については， A2， B2の2シナリオに単収増加5ケー

スを乗じた 10ケース， 105億人から 150i意人の範
囲については，A2シナリオのみの5ケースのデー

タを用いて，各世界人口レベルにおける世界全体の

3，500 
100万ha (a)変動係数推計値

3.000 

2.500 

2.000 

1，500 
+最大値(2000年レベノレ)

1，000 
ー最小値(走塁多l/!Z)

500 合中央{直

モヨー20日D年農地扇秘。
60 70 80 90 100 110 120 130 140 150 

農地必要量の最大値と最小値およびケースの中央

債を示している O また， A1， Blシナリオについては，

21世紀後半の人口減少局面におけるデータは除い

ている O

図13(a)からわかるように，世界人口のレベル

が同じであっても社会・経済シナリオと単収レベル

の想定が異なるため，世界全体の農地必要最はある

!隠を持って示されている。

図13(a)から，例えば， t立界人口70億人を養う

ために必要な世界全体の農地面積は， 15億1，500万

ヘクタールから 13億2，100万ヘクタールの範囲に

あり， 90 億人で、は20億4，800万ヘクタールから 15

億300万ヘクタール， 110億人では23億2，800万ヘ

クタールから 16億6，600万ヘクタールの範囲にあ
ることカfわかる。

また，本研究で想定したシナリオと単収のケース

設定の範囲において，最大どれだけの農地が必要に

なるかについてみると，A2シナリオの2100年にお

ける 33億4，800万ヘクタールになる。しかしなが

ら， SRESシナリオで想定されている出:界人口の増

加については， Fischerら (2005)29)は，A2シナリ

オの人口増加率は高すぎるため，最悪のシナリオと

して農業への影響を見るべきだとしているO また，

Grublerら (2007)初)は，同じ理由からA2シナリ

オの2100年の世界人口が150億人から 120億人に

なるように増加率を下方修正して，地域，国ごとの

ダウンスケーリングシナリオ(A2r) を作成してい

る。したがって， SRESシナリオで想定されている

世界人口を最大120億人として補正すると，最大の

農地必要量は26億6，900万ヘクターjしになる O

一方で，凶 13(b)に示すように，変動係数が最

低値 (0.2)の場合について同様の分析を行ったと

ころ， 陛界全体の農地必要量は図 13(a) に比べて

減少し世界人口70億人では 12f:意9，700万ヘク
タールから 11億3，700万ヘクタール， 90 億人では

3.500 
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図13 世界人口と農地必要量の関係 (A1， 81シナリオの2050年以降の人口減少期間を徐く)
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18億 4，200万ヘクタールから 13億 100万ヘクター

ル， 110信、人では 20倍、 3，800万ヘクタールから 14

億 5，900万ヘクタールの範囲にあることがわかった。

したがって，変動係数に隠する不確実性を考慮する

と，世界全体の農地必要量は最大で図 13(b)の範

囲まで減少する可能性があることが推察された。

5，3 地球規模での農地拡大の可能性

最後に，既存研究から世界全体の農地の拡大余地

について参照し本研究で推計した世界全体の農地

必要最との関係を考える O

表8に示すように， 2000年の世界全体の土地利

用についてみると，耕作地および、永年作物地が 15

億 3，300万ヘクタール，永年採草・放牧地が34億

4，200万ヘクタール，森林が541)官、3，700万ヘルター

ルであった。したがって，世界人口を最大 120億人

として下方補正した場合でも，農地必要最は最大

26億 6，900万ヘクタール必要になる考えられるた

め， 2000年の農地面積から最大 11億 3600万ヘク

タールの追加の農地が必要になる O

一方で、，世界全体の農地の拡大の可詑性について

みると， GAEZ分析によれば，表8に示すように肢

界全体の降雨依存型作物の生産適地は適正分類が上

位 3分類 (VSから MS)の場合で 36億 5，100万ヘ

クタールあるとさ~1-ている (FAO ， 2003)初。さらに，

上位4分類 (VSから mS) では 41億 8，800万ヘク

タールまで拡大する O また， }II島 (2008)33)による

と，森林を破壊することにつながるが，南米とサハ

ラ以南アフリカを中心に 11億ヘクタールほどの農

地の造成が可能で、あるとされる O

このように農地の拡張の余地は，世界全体の農地

必要量の推計結果と比較しでも十分にあると考え

られるO しかしながら，森林伐採による農地の拡大

は生物多様性を消失させ，同時に蓄積されていた炭

素を放出して大気中の二酸化炭素濃度を上昇させ

る涼因となる。また，アマゾンの熱帝雨林を大規模

に伐採した場合，地域の気候が大きく変化してブラ

ジル中央の農業地帯を潤す水循環システムを衰退

させてしまう可能性が報告されているため，農業自

体の長期的な持続可能性についても疑問が残る判。

加えて，食料生産のための農地は長期的に他の土

地利用との競合にさらされる O 例えばSRESのマー

カーシナリオでは，エネルギーバイオマスの生産の

ための土地が，今世紀後半に最大2億 9，400万ヘク

タール (B1シナリオ)から 5償、 8，000万ヘクター

ル (A1シナリオ)に拡大すると想定されているII。

また，開発途上国においては，経済発展により住宅

や工場，商業施設，自動車の普及による道路や駐車

場の拡大などにより，既存の農地がこれらの用途に

転用されることは日本をはじめ先進国の経験から

明らかである。

したがって，このような余剰地がすべて食料生

産のために利用できることはないだろう。 Young

(1999)お)によれば，農地以外の土地利用を含めて

考えた場合，既存研究における途上国の耕作可能地

の推計は過大評価であるとし土地残余50%を持

つ地域では実際の耕作可能な面積は 3%から 25%が

妥当で、あるとしている。

5.4 長期的な栽培環境の変化による農作物の単収

への影響

本研究では農作物の栽培環境の長期的な変化に

表 8 2000年の土地利用および降雨依存型作物の生産適地面積

100万ha 土地面積a)
耕作地および永年採草・ 森林 b) そのf也c)

適地 VS 適地 VS
永年作物全ilia) 放牧地a) -mS'!) -MSd) 

開発途上沼 7，525 888 2，244 2，950 1，443 2，782 2，510 

東アジアおよひ東南アジア 1，547 249 547 539 212 366 318 

南アジア 478 213 49 89 127 220 210 

オセアニア 54 l 41 11 

ラテンアメリカ カリブ海 2，008 162 560 1，104 182 1，066 985 

近東-北アフリカ 1，198 89 328 92 689 99 67 

サハラ以南アフリカ 2，241 173 760 1，085 223 1，031 929 

先進ヱ業毘 2，262 254 379 977 651 874 700 

市場経済移行閏 3，135 391 811 1，510 423 497 408 

世界 13，004 1，533 3，442 5，437 2，591 4，188 3，651 

ネill注)
a)土地面積，耕作地および、永年作物地，永年採草放牧地については， FAOSTATのWebサイトより 2008年8月に入手した。

b)森林については， FRA200531lより 2000年の森林および林木地の面積を集計した。
c)その他lえ土地面積から a)，b)の面積を除いて求めた。

d)降雨依存型の作物生産の適地はFAO(2003) 32)の表4，6から引用した。
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ついては扱わなかったが， IPCCの第4次報告書の

第2作業部会報告書に，気候変動による食料への影

響がまとめられている (IPCC，2007)初。それによ

ると，中緯度及び高緯度地域では，地域平均気温が

1tから3tの範部内で上昇すれば大気二酸化炭素
濃度の増加と降雨の変化によって作物の収量に若

干のプラスの影響があるとされている。また，低緯

度地域では，地域平均気j昆がlOCから 2tの上昇で
も主要な穀物の収量にマイナスの影響を及ぼす可

能性が高いとされている。全体としては，地域平均

気温がl
O

Cから 3
0

Cの幅で上昇すると世界の食料生

産能力が増加するが，この臓を超えれば減少すると

予測された。さらに，これらの平均約な気候の変化

による影響とは別に，異常気象の頻度が増加するこ

とによって，熱ストレス，子ばつ，洪水などが発生

し，食料生産に重大なマイナスの影響をもたらす可

能性が高くなることが報告されている。

また，気候変動による淡水資源への影響に関して

は，氷河・積雪による水貯留量が減少して河川の流

量が低下すること，海水面上昇により沿岸地域での

淡水量が減少すること，降水強度と降水量変動の増

加により多くの地域で洪水および渇水の危険性が

増加することが高い確率で予測された。その一方

で，世界全体として人口増加と富裕層の増加のため

に，今後数十年にわたって水需要が増加する可能性

が高く，地域的には，気候変動に起因する濃淑水需

要の大幅な増加が予測されている(IPCC，2007)初。

これらのことから，農作物の単収を持続的に増加さ

せていくためには，港紙水の効率的な利用により淡

水資源の制約を緩和させる対策が必要不可欠にな

ると考えられるO

6.結論

以上のように，気候変動により長期的に作物の栽

培環境がより厳しくなると考えた場合には， 20世

紀後半に達成した大幅な単収の増加を期待するこ

とはできないかもしれない。本研究の結果から，現

在の農地面積において扶養できる世界人口は，単収

が1961年から 2004年の年場加量の半分のペースに

減少した場合には80億人，また単収が2000年レベ

ルから増加しない最も厳しいケースでは 70億人が

限度である。

したがって，農地拡大による森林破壊を引き起こ

すことなしに飢餓問題を解決していくためには，食

料の供給サイドにおいては，農作物の単収を増加さ

せるための技術開発への投資を促進し食料生産の

ための土地利用を優先させる対策をとるとともに，

食料需要サイドにおいては，開発途上国における国

内の食料配分の不平等を改善し，佐界人口を早期に

安定化させるための政策を促進する必要があると

いえる。

なお，本研究では，気候変動影響や水資源の制約

など，農作物の栽培環境の長期的な変化を考慮、した

分析は行わなかった。また，農作物の生産に関する

グローパルな地理的分布の変化の見通しについて

も十分な解析を行っていない。これらの分析につい

ては今後の検討課題としたい。
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Abstract 

Global cropland requirements have been projected from 2000 to 2100 based on 

the Intergovernmental Panel on Climate Change (IPCC) Special Report on Emissions 

Scenarios (SRES)ーThefuture of global cropland requirements will depend on both 

global food requirements and the productivity of crops. Global food requirements are 

estimated so that the proportion of undernourished in total population may be below 2.5 % 

throughout the projection period for each of 184 countries. With regard to the productivity 

of crops， several scenarios of future technological changes are modeled to narrow the 

gap between actual yield and land potential evaluated in the global agro“ecological zones 

(GAEZ) study. 

The following results have been shown from these analyses. 1) The primary factor of 

variation in future global cropland requirements will be the change ofworld population. 2) 

Global cropland requirements will amount to a maximum of 2，669 million ha by 2100 at the 

leve1 of 12 billion world population. 3)τnere exists sufficient suitable land for agricultural 

production in the world， which is much larger than the maximum requirements of 

cropland. However， it is thought that the large expansion of cropland will be subject to 

restraints by the preservation of forest land and competition with other land uses. 4) Crop 

yields can be technologically increased to about 1.5 times as much as those of existing 

high yie1d varieties by the introduction of super-high yielding crops. Consequently， global 

cropland requirements may be sharply decreased. However， it is expected that steep 

increase in crop yields， which have been attained in the second half of the 20th century， 

will not be realized in this century due to economical restrictions， c1imate change， and the 

finite nature of fresh water resources. 5) The number of world population which can be 

fed within the cropland area in 2000 (1，533 million ha) is approximately 8 billion assuming 

that future average annual increases in crop productivity equal to the half of those atiained 

between 1961 and 2004.話oreover，in the severest case that crop yields do not increase 

from 2000 levels， only 7 billion people can be supported. 

Key Words: emissions scenarios; IPCC SRES; food requirement; cropland requirement; 

land use. 
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